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新たな市民参加推進計画の策定に当たっての
　　　提　言　書（案）
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京都市市民参加推進フォーラム
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	市民の市政への参加
	



	行政の市民活動への関与
	


　　①　市民の責任と主体性によって独自に行う領域…市民活動の自由の領域


市民はじめ企業，団体，大学，寺社など様々な主体の自由な活動領域

・　
市民には，自らの意思で活動する自由な領域を持っている。自治は国や市から与えられるのではなく，市民が本来持つ権利である。市民の自由な自治の活動領域に，国や自治体が不要不当に干渉することは許されない。





　②−１市民が主体

　　②　連携協力が生きるまちづくりの幅広い領域
…協働の領域




　②−２行政が主体

　　③　行政の責任と主体性によって独自に行う領域…市政参加の領域

・　
市民と市民が暮らす社会にとって欠かすことのできない政策や制度を実現するのが国や自治体の役目であり，そのために市民から資源や権限の委託を受ける。市民の信託によりよく応え，それを示すために，市政の情報公開と市政への市民参加を進める必要がある。

２　市政参加

（１）市政参加の意義

　市政は，市民の信託に基づき運営される。選挙は最も重く明らかな「信託」の機会だが，多様な政策課題が絶えず起こり続ける今日の社会において，市政が進める政策の過程に対する市民の市政参加，それを支える情報公開があってこそ，市民生活をよりよい形で支え，政府として市民の信託に応えることができる。

　　そのため，市民参加と情報公開は，市政が「何を課題とし」「どの政策がよいか検討し」「どのような理由で決断し」「いかに実行し」「その評価はどうだったか，その後にどう生かすか」という政策形成のそれぞれの過程で進められることが求められる。また，市民参加が形だけではなく，実質的なものとなるよう，手法や運用に不断の工夫が期待される。

　　京都市においては早くから市民参加と情報公開に取り組み，審議会の公開，審議会における公募市民の参加，パブリック・コメントなど制度も整ってきているが，より一層の市民参加を進めるには，これまで市政に参加していない人にも参加してもらえるような新たな手法の開発や，参加を生かす運用の仕方，参加の仕組みの周知及び一層の多様な市民の参加の広がりなどが課題となると思われる。（また，地方分権の時代において，議会がこれまでよりさらに市民に開かれた存在となり，市政運営に力を発揮することが全国的にも期待されている。）

（２）市政参加の段階と現状の評価

　　　
①　課題の抽出

　　　　何が政策課題かを抽出していく機会についての市民参加は，選挙の争点，公約やマニフェスト，総合計画などで議論されてきたが，「②政策の検討」以降の段階ほどには日常の制度になっていなかった。

　　　　市民生活の様々な課題のうち，どれが市政の担うべき課題であるかを巡っては，これまで以上に多様な議論により集約されていくことが目指される。全国的にも新しい手法の模索が広がる領域である。

　　　　京都市においては，市民からの課題抽出のための様々な取組はされているものの，多様な主体が地域の課題について議論を交わし，それを市政の課題として施策につなげたり，市民サイドの多様な主体が協働して課題の解決につなげるといった議論の場があまりなかったことが課題として挙げられる。


②　政策の検討

　　　　市政の課題解決をどのような政策によって目指し，そのためにどのような事業を実施するのか。

計画や政策の検討については，審議会をはじめとした市民参加の機会が設けられてきた。今後は，そうした機会がより多様な市民の参加を得て，多様な意見を集約していく機会になっていくことが期待される。


③　決断

　　　　市政運営における決断は，市民からその権限を信託された議会や市長によって行われる。しかし，多様で複雑な政治課題を巡って，審議会やパブリック・コメントなどでの市民参加はその決断に資する役割を果たすことができる。


④　実行

　　　　行政が事業を実施するに当たり，市民にその運営の協力等で関わってもらうことは多くの事業で実施されており，市民の持つ様々な関心や特技を市政に生かされているところである。また，市民にとっても，市政への参加の各段階の中で，最も参加をしやすい領域であって，多くの市民が関わっている分野である。

一方で，行政が権限を行使する際に，その行使が適切か，事業の進捗はどうか，についてチェックをする機能としての参加も取り組まれている。


⑤　評価

　　　　施策・事業，政策についての評価は，それ自体も重要だが，その後の市政運営にとっても重要である。主権者である市民自身がどう捉えているか，評価段階に対する参加とその基礎になる情報公開が求められる。

　

6 政策の実行過程全般

それぞれの政策の実行過程における市民参加を進めるためには，施策の実行過程の見える化，市民への情報の提供と公開，過程を進める職員や市の運営や姿勢が，市民参加の質の向上に大きく左右する。

　　　　前述のとおり，市政への参加の仕組みは整っており，後述のとおり，今後は，これらの取組に力を注ぐことが求められる。

（３）市政参加の課題と今後取り組むべき対策
これまで見てきたように，京都市における市民参加制度は整っており，一定の取組を蓄積させてきた。しかし，一方で，参加の制度の認知が高いとまでは言えないことや市民の参加が伸びていないことについて，今後，京都市は，市民参加の新しい制度を構築していくよりも，これまで導入した制度がその趣旨を十分果たすよう，運営や情報提供の工夫，人材の育成を行うことの方が必要である。

　　ア　政策・施策の形成過程の見える化

　　　☆　施策・事業ごとの参加のメニューの明示

　　　　　審議会委員の公募やパブリック・コメントなど，市民参加の手法ごとにそれに取り組む施策や事業を示していたものを，施策・事業ごとに市民参加のできる手法のスケジュールを示すことに取り組む。　　

　　　☆　一人一人の声を市政に届ける制度の一覧とその流れの明示

　　　　　一人一人の市民が市政に声を反映する制度は，｢市長への手紙｣など，既に用意されている。しかし，その手段が市民に十分に周知されていない現実や「手紙なんか出しても結局は通り一遍の回答しか得られず効果がないのでは」と思われている状況もある。まずは（１）一人一人の声がどのような手段で市行政に届き，どのようなやりとりを経て回答が返って来るのかを図解したパンフレットを作成し，その中に（２）声を届ける制度や制度ごとの特徴の紹介や解説を掲載する。

　　イ　情報発信の工夫

①　関心を持った市民をつなぎとめるための取組

☆　アンケート等の協力者へのその後の情報提供の登録

　　　　　　アンケートや事業等に協力していただいた市民に対して，市政の関心分野に対する情報を送ることの希望を聞き，希望する市民に対して関心のある分野での審議会開催，審議会員の公募，パブリック・コメントの実施などの情報を送る仕組みを整備する。

②　関心のない市民や時間のない市民にも参加を呼び掛ける取組

☆　様々な参加の手段があることの市民への周知

　　　　　　仕事や子育てなどで忙しく，市政への参加の機会のない市民や，市政への参加の関心のあまりない市民に対して，様々な参加の手段があることの広報を積極的に行い，市民それぞれの事情や関心に合わせた参加の手法があることの周知を図る。

☆　汎用性の高いインターネットツールを使った情報発信の充実

　　　　　　京都市情報館などインターネットを活用した市政の情報の発信は既に取り組まれているが，今後様々な情報発信ツールが開発され普及する中で，汎用性が高くて利用者が多く，かつコストを抑えることのできるツールを活用した情報発信を推進する。そのノウハウの蓄積に市民参加推進フォーラムは取り組んでいく。

　　ウ　人材の育成

　　　①　次世代の社会の担う子どもに対する市政参加や協働を学ぶ取組の仕組みの周知

☆　子ども向けの市民参加の仕組みの説明の実施
　　　　　　学校等への市政出前トークの出講やスチューデントシティ学習等を活用して，児童等が市政参加や協働の仕組みについて学ぶ場を作る。また，子ども向けの市政出前トークのテーマの充実を図る。
②　市政参加を担う職員の人材育成

☆　庁内における経験共有の場の充実

　　　　　　庁内事例発表会などの取組を通じ，市民参加の取組の経験の共有を図る。また，市民参加の取組での悩みを出し合い，それを乗り越えていくための意見交換を行って，職員が自信を持って取り組むことができるよう，職員のサロンを開催する。
☆　市民参加の体験の機会の充実

意欲のある職員に実践の場を確保するために，市民参加事業に参加を希望する職員を全庁的に公募するプロジェクトを充実させる。

☆　人事異動の柔軟な運用

事業やプロジェクトが終了するまで人事異動をさせないなどの，人事異動のルールの柔軟な運用を実施する。

☆　研修の充実

市民参加の制度や意義，ワークショップの手法などを学ぶ研修を職員が一定期間内に必ず受講するようにカリキュラムを組む。

　　　エ　課題の抽出での取組

☆　市民主体の組織による合同の取組

「未来まちづくり１００人委員会」や「未来の担い手・若者会議Ｕ３５」などの多様な市民で構成される審議会等が合同で議論を行って，課題の抽出を行う場を設ける。

☆　一人一人の声を共有し，地域内で話し合う場づくりへの支援

多様な市民や団体が地域の課題にかかわる一方で，自治会への加入率が低減している現状や，各種団体の中でも住民の声を共有することができにくくなっている状況がある。地域の課題について話し合い議論する場が確保できるよう，地域の課題を議論する機会を市民が持ちたいと考えたとき，これを支援することに努める。具体的には，地域の課題や声を，地域の中で共有するために地域の発意でワークショップを行おうとするときに，京都市や景観・まちづくりセンターがまちづくりアドバイザーやまちづくりコーディネーターを派遣したり，議論をする場所の提供を行う。これを「協働井戸端会議」（仮称）と呼び，その開催を推奨するとともに，その実施の支援を行う。また，行政や公的な関係機関も積極的にこれに参画する。（「協働井戸端会議」の設置の仕組みについては，別途検討を要する。）

３　市民活動

（1） 市民活動の意義

公共的な課題を解決するのが行政の役割であるが，行政は，すべての市民に公平で一貫性のあるサービスを提供しなければならないため，個々の事情に合わせた対応や，急激な変化に対して弾力的に対応を変えるといったことが困難になりがちである。

高齢化・少子化・単身化といった家族形態の変化や地域社会の変貌が進んでおり，また，国，地方を通じた厳しい財政状況や地方分権の進展など，社会経済状況が大きく変化している中で，市民生活で求められる市民ニーズも内容，質が多様化・複雑化してきている。

　　このような社会の変化の中，市民活動は，行政では行き届きにくい新たな公的な領域の担い手として，多様化・複雑化した市民ニーズに対応するとともに，市民が生き生きと自己実現や新しい生き方ができる仕組みとしても，豊かな地域社会を作っていくためにますます重要な役割を果たしていくことが期待されている。

　　京都の自治の伝統と自由な先駆的な気風は，町内会・自治会などの様々な地域活動に受け継がれており，また，ＮＰＯなどの志縁組織の課題分野ごとの活動もますます活発化している。

　　また，企業の社会貢献活動のほか，京都の特性である大学，寺社なども地域社会を支える主体としての役割が期待されており，これら多様な主体が重層的に絡み合うことで，更に多様な市民ニーズに対応した新しい公共を活動としての可能性を持っていることから，今後，これらの活動の更なる活性化が期待されている。

（2） 市民活動の現状の評価　


これまで，京都市では町内会や自治会活動の地縁組織やＮＰＯや市民活動団体等の志縁組織を基礎にした市民と行政との関係を「まちづくり」の領域として取り組んできた（図のAの領域）。もちろん，これからも地縁組織や志縁組織と行政の関係は，まちづくりの核となる主体である。しかし，一方で，まちづくりの全体像は地縁組織や志縁組織と行政だけではなく，大学，企業，寺社といった多様な主体が関わっていること（図のBの領域）を踏まえる必要がある。

　ア　自治会・町内会をはじめとする地縁組織による活動

　　　　京都の多くの地域では，住民自治の伝統や支え合いの精神が息づき，町内会・自治会，学区自治連合会，各種団体といった地縁組織が中心となり，町内単位（町内会・自治会）や学区単位（自治連合会や各種団体）で，夏祭り，運動会，敬老の集いなどの交流行事，交通安全，子どもの見守り，防災訓練などの安心安全の取組，放置自転車や不法投棄ゴミの追放など，様々な地域活動に取り組んでおり，こうした，町内会・自治会を基礎単位とし学区単位で発揮される地域力は，全国に誇る京都の財産である。

　　　　しかし，地縁組織は，各家庭のライフスタイルの多様化等により，加入率が低下しており，また，若い世代が活動に参加しない，役員が高齢化している，役員の担い手が不足している，新しく転入してきた人が活動にあまり参加していないなどの課題を抱えている。

　　　　また，役員の構成面では，役員の顔ぶれがあまり変わらない，一部の者で行っている，という問題がある一方で，永年にわたり活動を担っているリーダーからは，次の担い手が出てくるまでは辞めたくても辞められないという意見もある。

　　　　さらに，近年，都心部を中心に増加しているマンションでは，マンション住民の町内会・自治会の加入が少ないなど，マンション住民と地域住民との交流や防犯，福祉等，両者で共通する生活課題の解決に向けた連携が難しいなどの課題を抱えている。

　　イ　ＮＰＯや市民活動団体などの志縁組織による活動

　　　　テーマによって結びついているＮＰＯ法人，市民活動団体などは，社会の変化による新たな課題に対して，独創性・先駆性，専門性，柔軟性・機動性を持って対応できるという優れた特徴を持ち，きめ細かいサービスを提供している。市民ニーズの多様化・個別化を受け，ＮＰＯなどの志縁組織が公益サービスの新たな担い手として様々な分野で活動している。京都市においても，平成２２年８月現在で６７４団体を超えるＮＰＯ法人が設立され，更に多くの任意団体とともに様々な分野で活動を展開している。

　　　　地域コミュニティ活性化のためには，志縁組織と伝統的な地域コミュニティの担い手である町内会等の地縁組織との連携が効果的であると同時に，地域コミュニティ活性化という目的を共有した連携は両者にとって新たな成長や変革の機会となりうることから，双方の連携を推進していくことが求められる。

　　　　しかし，これら多くの志縁組織は，小規模団体が多く，組織運営，人材や情報に至るまで基盤の弱さが目立ち，特に多くの組織で，活動を支える財政的な課題が非常に大きな位置を占めている。また，助成金等の支援を得られても，事業費にしか充てることができず，それを担うスタッフの人件費に充てられないものが多く見られることから，助成金等を受けて事業を拡大しようとすれば，それを調整する人材が不足し，組織の運営が更に厳しくなっていくという矛盾も生じている。

　　　　また，事業が広がるほど，多様な主体との関わりが拡大していくこととなるが，自治会・町内会などの地域コミュニティなど他の主体との間で，お互いに対する情報がなく，理解が進んでいないことや，課題解決の手法や組織運営のルール，手順に違いがあるなどの理由から，必ずしも連携が進んでおらず，主体をつなぐコーディネート機能の充実が必要である。

　　ウ　企業・事業者による社会貢献活動

　　　　近年，企業・事業者による社会貢献活動が注目されており，ＣＳＲ担当を置いて，環境保全活動，清掃活動，福祉活動，ＮＰＯ等の志縁組織への資金面での支援など，企業の社会的責任を果たすために積極的に取り組む企業が増えている。

しかし，一方，経済的な理由や繁忙のほか，ノウハウや情報の不足により，社会貢献活動の実施に苦慮している企業・事業者も多い。

　　　　企業・事業者の社会貢献活動を進めるためには，企業・事業者に対する啓発，社会貢献活動に関するノウハウや情報提供のほか，志縁組織や地縁組織などの主体とつなぐことが求められている。

　　　　また，資金面での余裕がなく，これまで社会貢献活動に積極的に取り組んでこなかった中小企業や個人事業者などについても，自らが持つ技能や技術，機材等を地域の活動に提供するなど，資金面以外での社会貢献活動ができることを浸透させていく必要がある。

　　エ　大学による地域活性化の活動

　　　　京都市には，現在37の大学・短期大学（以下「大学」という。）が集積するとともに，京都市の人口147万人の約１割に当たる約14万人の学生が在籍する「大学のまち」，「学生のまち」である。各大学では，大学が地域にとって，より身近なものとなるよう，図書館等の大学施設の開放，公開講座の提供をはじめとする地域に開かれた大学づくりが求められている。

　　　　他方，大学教育においては，学生が社会において活躍できるよう，フィールドワーク等地域体験型授業を取り入れるなど，多様な学習方法が求められている。

　　　　さらに，「京都学生祭典」のように，学生自らが企画し，企業や行政の協力を得ながら地域の活性の取組に参画するなど，学生が独自に地域の課題解決やまちの活性化に関わりを持とうとする取組も増えている。

　　このような大学や学生の取組が，地域の課題解決やまちの活性化等につながる仕組みに寄与していけるよう，大学・学生と地域との連携がますます進むことが望まれる。

　　オ　寺院・神社による地域活性化活動

　　　　京都の特徴として，大学のほか，寺院，神社が集積していることが挙げられる。これらの寺院，神社には，地域に根ざして自治会・町内会などとも深くかかわり，地域コミュニティの主体としての役割を果たすとともに，観光を通して周辺の商店街などと地域の活性化に寄与しているものも多数見られる。

　　　　今後，これまでの自治会・町内会のほか，ＮＰＯなどの市民活動団体や企業・事業者，大学などの様々な主体とつながり連携することで，更に豊かな地域社会の実現につなげる主体としての役割が期待される。

（3） 市民活動の課題と取り組むべき対策

　ア　行政が各主体と協働を進める取組（図３の点線部分）

　　①　協働による事業の実施

協働のパートナーの価値を適切に評価し，互いにプラスとなる協働事業を増やすために，今後協働のルールの整備を協働のパートナーと丁寧な合意形成のもと進める必要がある。

　　　
☆　協働事業提案制度の充実

市民からの提案や行政からの提案による志縁組織と行政との協働事業を推進する。

　　　☆　次期京都市基本計画に係る施策・事業における協働の推進

次期京都市基本計画に沿って実施する施策・事業において，ＮＰＯ法人などの志縁組織等との協働を積極的に活用する。京都市版コンパクトの策定までの間は，京都府が策定するコンパクトを活用して，行政と市民活動団体が共通の協働ルールの下で対等な立場で協力して推進していくものとする。

　　　☆　市民活動団体と行政のコンパクトの締結

市民活動団体と行政とがそれぞれの役割や責任などの共通認識を持つための京都市版コンパクトを，多様な市民と一緒に作成し，これに沿って協働社会を作っていく。

②　補助金，助成金の仕組みの改善

　　現在，ＮＰＯ団体に事業を委託するに当たり，実施するＮＰＯ団体へ事業費のみが算定されているものがあるが，その事業の調整を行うためのスタッフ等の確保が困難になるという弊害を解消するための仕組みの確立が必要とされている。
☆　人件費を算定した補助金，助成金の仕組みの確立

京都市が志縁組織の行う事業に対する補助金，助成金については，事業に当たって必要な人件費を算定することを標準とするよう，補助金等の算出方法の改善を検討する。
　　③　多様な主体に関わる公的機関の連携　
　　　　まちづくりの総合的な課題に取り組む多様な主体との効果的な連携を進めるために，行政における縦割りの弊害を解消していく取組を行う。

☆　多様な公的機関の連携の強化

区役所内，本庁・区役所間のほか，社会福祉協議会，児童館など，公的機関の連携を強化し，地域課題への対応の充実を図る。既存の連絡会議などを生かして地域課題の解決に生かしていく。
イ　多様な主体をつなげるための行政支援（図３の実線部分）

　　①　まちづくり推進課の機能強化　

　　　　市民からの相談に的確に対応するとともに，地域まちづくりへの支援ができるマネジメント力の強化に努める。研修の充実，区間の情報共有の場の充実，人事異動の年数のルールの柔軟な運用（プロジェクトの終了まで異動をさせないなど），まちづくりアドバイザーの増員などの機能強化への支援も行う。

　　　☆　庁内における経験共有の場の充実（再掲）
　　　　　庁内事例発表会などの取組を通じ，市民参加の取組の経験の共有を図る。また，市民参加の取組での悩みを出し合い，それを乗り越えていくための意見交換を行って，職員が自信を持って取り組むことができるよう，職員のサロンを開催する。

☆　市民参加の体験の機会の充実（再掲）
意欲のある職員に実践の場を確保するために，市民参加事業に参加を希望する職員を全庁的に公募するプロジェクトを充実させる。

　　　☆　人事異動の柔軟な運用（再掲）
地域の様々な担い手との関係が構築できて，事業が円滑に進み出したものが，人事異動により担当者が代わることで，事業が停滞するといったことを防ぐため，必要に応じて，事業やプロジェクトが終了するまで人事異動をさせないなど，人事異動のルールの柔軟な運用を実施する。

　　　☆　研修の充実（再掲）
市民参加の制度や意義，ワークショップの手法などを学ぶ研修を職員が一定期間内に必ず受講するようにカリキュラムを組む。

　　②　庁内推進体制

　　　　まちづくりの総合的な課題に取り組む多様な主体との効果的な連携を進めるために，行政における縦割りの弊害を解消していく取組を行う。
　
　　☆　多様な公的機関の連携の強化（再掲）
区役所内，本庁・区役所間のほか，社会福祉協議会，児童館など，公的機関の連携を強化し，地域課題への対応の充実を図る。既存の連絡会議などを生かして地域課題の解決に生かしていく。
　　③　ワンストップサービスの充実
　　　　相談する窓口や参考となる情報の所在を分かりやすく周知して，市民活動を行おうとする市民の利便性を図ることで，市民活動を支援する。
　　　☆　区役所と市民活動総合センター等との連携の強化

　　　　　まちづくり活動の行政の窓口となる区役所まちづくり推進課が，市民活動総合センターをはじめとする分野別センターの情報を共有し，必要に応じて市民活動総合センター等へつなぐことで，助成金の申請，資金運用，広報など様々な面での相談に応じて，市民活動や組織運営を支援していく。
☆　事例の蓄積とその公開
　　　　　地域の課題を行政や様々な主体が協働して解決を図った事例を，市民活動総合センターなどに蓄積して，それを広く公開して，これから課題解決に向けて取り組もうとするときの参考として活用できるようにする。
　　④　多様な主体をつなぐための支援

　　　　地域の課題に対して多様な主体がつながることが促進されることで，更に多様な市民ニーズに対応した新しい公共活動が促進されるよう，専門性の高い人材の派遣や資金面などの援助を行う。

　
　　　☆　大学，寺社，企業等の多様な主体をつなぐ取組の推進

　　　　　これまでに異なる方法で活動してきた地縁組織，志縁組織，大学，寺社，企業が一緒に行動していくために，相互理解を図ることができるよう，共同での研修や顔合わせの取組などを，時間を掛けて実施する。また，企業のＣＳＲ活動とＮＰＯとの協働の取組，大学と地域活動との協働の取組などの事例を，積極的に発信し，更なる連携の広がりを図る。
　　　☆　学生のエネルギーを「京都力」向上につなげる取組

　　　　　学生の主体的な活動を推進するとともに，学生の持つエネルギーと自治組織や商店街等の地域との協働を促進するため，従来から取り組んできた「学まち」コラボの取組のほか，学生の活動拠点を活用した地域の祭りや行事への学生の参画を促進するコーディネートに努めていく。

　　　　

　　　☆　多様な主体をつないで実施する事業への支援の優遇

多様な主体をつないで実施する事業に対して，補助金，助成金の採択の優先，助成額や審査条件等での優遇など，多様な主体をつないで取り組む事業に対するインセンティブを与えて誘導を図る。

　　　☆　後援，共催の充実

　　　　　多様な主体をつながった取組に対して，京都市が積極的に後援，共催を行って，これらの取組を応援する。

　　⑤　ＮＰＯ活動の基盤強化

　財政基盤の弱いＮＰＯの活動を継続的かつ安定的に実施していくために，活動の場の確保や資金面での援助が必要となる。

　　　☆　地域における活動の場の提供

公共施設等の一部を志縁組織の活動の場として活用することで，活動の場の支援を行う。
　　　☆　人件費を算定した補助金，助成金の仕組みの確立

　　　　　市民活動団体の行う事業に対する補助金，助成金については，事業に当たって必要な人件費を算定することを標準とするよう，補助金，助成金を提供する様々な団体に呼び掛けを行う。

　　⑥　民間から民間へのお金の流れの仕組みづくり
　　　　行政が財政面で厳しい状況に置かれている中，民間の資金を生かすことのできる流れを作ることによって，資金面での支援，援助という形での参加の仕組みの充実を図る。
　　　☆　民間の資金を生かした資金面での支援

例えば，スーパーのレシートを支援したい団体の箱に入れることで，スーパーがそのレシートの合計金額に応じて，その団体に助成を行うといった取組を地域全体で取り組むことや，市民活動を支援するためのファンドをつくるなど，民間の資金を市民活動の支援に回す仕組みの充実を図る。

　　　☆　ふるさと納税制度を利用した市民活動への支援

ふるさと納税の使い道の選択肢に「市民活動への支援」の枠を設け，そこで集められた資金を，市民活動支援のファンドで運用するといった取組を行う。

　　　☆　市民活動への寄付金を募る行政・民間の共同キャンペーンの実施

市内で行政，ＮＰＯなどの市民活動団体，民間のファンドなどと共同で，市民や企業などに市民活動への寄付を呼び掛けるキャンペーンを実施し，市民や企業等の資金面での参加の促進を図る。

　　⑦　人材育成

少子長寿化や価値観の多様化により地域コミュニティが弱体化したことで，まちづくりの担い手となる後継者不足に悩む地域が増えていることから，地域リーダーを育成するための支援を行うほか，将来のまちづくりの担い手となる子どもに対する取組も行っていく。
☆　地域のリーダーを育成する取組の実施

　　　　　町内会，自治会の役員交代の時期に合わせて，新規役員のためのセミナー等を実施するなどして，地域のリーダーが地域活動の担い手となることのできる支援を行う。

☆　将来の担い手となる子どもに対する取組の実施（再掲）
学校への市政出前トークの出講やスチューデントシティ学習等を活用して，児童等が市政参加や協働を学ぶ場の充実を図る。また，子供向け出前トークの充実を図る。

地域においても，地蔵盆に参加しなくなる世代である中学生などに，地蔵盆の企画や運営に参画させるなど，子どもたちに，地域を担う構成員であることを意識させ，その活動を体験ができるよう，地域活動での工夫を行う。
　　⑧　庁内組織

　　　　職員間で市民参加の経験が十分に共有されていないことから，経験を共有する仕組みをつくるとともに，多くの職員が市民参加を経験することで，庁内における市民参加の取組に対する機運を醸成する。また，事業やプロジェクトが終了するまで人事異動をさせないなどの，人事異動のルールの柔軟な運用を実施する。

　　　研修


　　　☆　庁内における経験共有の場の充実（再掲）
　　　　　庁内事例発表会などの取組を通じ，市民参加の取組の経験の共有を図る。また，市民参加の取組での悩みを出し合い，それを乗り越えていくための意見交換を行って，職員が自信を持って取り組むことができるよう，職員のサロンを開催する。

☆　市民参加の体験の機会の充実（再掲）
意欲のある職員に実践の場を確保するために，市民参加事業に参加を希望する職員を全庁的に公募するプロジェクトを充実させる。

☆　研修の充実（再掲）
　　市民参加の制度や意義，ワークショップの手法などを学ぶ研修を職員が一定期間内に必ず受講するようにカリキュラムを組む。

運用

☆　人事異動の柔軟な運用（再掲）
　　　　　プロジェクトが終了するまで人事異動をさせないなどの，人事異動のルールの柔軟な運用を実施する。

　　　

　ウ　これからの協働社会のあり方を市民主体で考え，決める取組
　　　将来にわたる京都市における市民活動の推進を図るためには，協働のルール，行政から市民活動への支援のあり方（補助金，包括補助金等）について検討していく必要があるが，これを市民活動の主役である多様な主体が議論を重ねて，それぞれが納得する形で決めることが求められる。
　　☆　市民協働のルールや指針等を市民主体で考える取組の検討・実施

　　　　市民活動は，市民の自由な活動の領域であることから，それを担う主体同士の，あるいは行政などとの協働を進めるためのルールや共通の目標づくりは，それを担う主体が議論を重ね，時間を掛けてそれぞれが納得して決めることが必要である。

そのため，どのような枠組みで取り組んでいくことが適当であるかを市民参加推進フォーラムで検討し，そこで決まった枠組みで多様な主体を集めて議論を開始する。また，議論を重ねてそれぞれの主体が納得して決めたルールや行政の関わり方については，新たな市民参加推進計画の中間見直しに生かしていくものとする。
４　情報提供と公開
（１）情報提供と公開の意義

　　　市民が市政や市民活動等に参加するには，行政はそれを支える情報を広く多くの市民に公開・提供するとともに，市民と行政，市民同士が情報を共有できるよう取り組むことが必要である。特に，必要とする市民が必要な情報が容易にたどり着けるよう情報の提供に更なる工夫がされることが求められる。

　　　一方，市民にも，自らの課題に対して必要な情報をキャッチすることに努めることが求められる。

（２）情報提供と公開の現状と評価
　　　京都市では，これまでに市民しんぶんの配布，市政広報板への掲示，チラシの配布，ホームページへの掲載，市政協力委員や各種関係団体への情報提供といった手法を活用されている。

　　　平成１８年度には，ユニバーサル・デザインに配慮し，アクセシビリティも向上させたホームページに大幅更新し，市民にわかりやすい情報提供に努めてきた。さらに，市民参加に関する情報を一元的に集約する「市民参加カレンダー」，審議会に関する情報を集約した「審議会総括情報システム」，パブリック・コメントの募集から結果までを一覧できる「パブリック・コメント総括情報システム」の運用を進めるなど，市民が市政に参加しようと思ったときに情報を得やすいホームページとなっている。

　　　しかし，京都市が発信している情報が，受け取る市民の側からは必要な情報が十分に届いていないと受け取られている傾向がある一方で，行政から送られてきたポスターを貼ったり，チラシ等を配ったりする市政協力委員などからは，情報が多すぎると思われている状況にある。

　　　また，市民活動を更に活性化していくためには，京都市が用意する情報源のほか，民間や府など多様な情報発信ツールを活用していくことが必要である。

（３）情報提供と公開で今後取り組むべき対策
　　　インターネット上において，市民同士が議論する場を形成しようとした電子会議室は十分な成果を発揮できなかったものの，インターネット上におけるつながりは，実社会における顔の見える関係を補足するものとして有効である。実社会における関係をインターネット上において，ゆるいつながりによって継続的させることができるため，積極的に活用したい。

ただし，新たにシステムを構築するのではなく，既に多くの市民が活用している汎用性の高いメディアを活用することの方が，多くの市民に情報が行き届くとともに，費用の面でも効果が高いと考えられる。

①　関心を持った市民をつなぎとめるための取組

☆　アンケート等の協力者へのその後の情報提供の登録（再掲）
　　　　　　アンケートや事業等に協力していただいた市民に対して，市政の関心分野に対する情報を送ることの希望を聞き，希望する市民に対して関心のある分野での審議会開催，審議会員の公募，パブリック・コメントの実施などの情報を送る仕組みを整備する。

②　関心のない市民や時間のない市民にも参加を呼び掛ける取組

☆　様々な参加の手段があることの市民への周知（再掲）
　　　　　　仕事や子育てなどで忙しく，市政への参加の機会のない市民や，市政への参加の関心のあまりない市民に対して，様々な参加の手段があることを積極的に知ってもらう取組を行い，市民それぞれの事情や関心に合わせた参加の手法があることの周知を図る。
☆　汎用性の高いインターネットツールを使った情報発信の充実（再掲）
　　　　　　京都市情報館などインターネットを活用した市政の情報の発信は既に取り組まれているが，今後様々な情報発信ツールが開発され普及する中で，汎用性の高くて利用者が多く，コストの低いツールを活用した情報発信を推進する。そのノウハウの蓄積に市民参加推進フォーラムは取り組んでいく。

　　　　☆　市民活動団体や企業等，行政との情報共有
　　　　　　市民活動団体や企業等，行政などが情報を共有するため，京都府が運用している「地域力再生メーリングリスト」を使って，京都市の情報を積極的に発信するなど，京都市以外の主体が運用する既存の情報発信のツールも最大限に活用して，市民活動の活性化に向けた取組の情報共有に努める。
５　行政における庁内の推進体制

（１）庁内の推進体制における意義

　　　市民参加は，京都市の市政運営の根幹であり，市職員としての責任と自覚を持って取り組んでいくことが重要である。

　　　このため，職員研修や市民との交流の機会を通して，市政への市民参加の取組や自主的なまちづくり活動に対する市民の理解を深め，その能力の向上を図るとともに，各所属や職員で蓄積されている市民参加に関するノウハウや事例の共有化を図るなど，庁内の連携強化に向けた取組が求められる。

（２）庁内の推進体制の現状の評価
　　　京都市では，平成8年9月に，庁内の課長級職員を中心とする｢市民参加検討プロジェクトチーム｣を立ち上げ，市民参加による市政運営について検討を行って，平成9年７月に市民参加の理念，施策検討・推進の視点，施策の提案などをまとめた｢市民参加検討プロジェクト報告書｣を発表した。

　　　また，平成9年12月には，「市民参加推進プロジェクトチーム」を立ち上げ，実際に市民参加事業を推進していく「夢・ロマン・京都市シティ」，「市民活動支援センター整備」，「地域コミュニティひろば整備」，「地域の防災まちづくり」の４つの市民参加事業に取り組んだ。設置に当たっては，チームメンバーを全庁的に職員から募集した結果，多様な職種，年齢層から数多くの職員の応募があるなど，市民参加による事業にチャレンジする庁内の機運が高まった。

　　　その後，平成13年12月の市民参加推進計画を策定，平成15年8月の市民参加推進条例を施行するなど，市民参加の制度や仕組みは定着してきたところである。

　　　しかし，一方で，審議会の公開，委員の公募，パブリック・コメント，事業を実施でワークショップなどの市民参加の取組が形骸化しているのではないかとの指摘も聞こえるところである。これには，市職員に市民参加の取組を行いさえすればいいという意識があって，なぜ市民参加をするのかの理解が不十分であることや，市民参加により市民との一緒に達成感を味わうという経験を持つ職員が増えていないことによると考えられる。

（３）庁内の推進体制で取り組んでいくべき対策
☆　庁内における経験共有の場の充実（再掲）
　　　　庁内事例発表会などの取組を通じ，市民参加の取組の経験の共有を図る。また，市民参加の取組での悩みを出し合い，それを乗り越えていくための意見交換を行って，職員が自信を持って取り組むことができるよう，職員のサロンを開催する。

☆　市民参加の体験の機会の充実（再掲）
意欲のある職員に実践の場を確保するために，市民参加事業に参加を希望する職員を全庁的に公募するプロジェクトを充実させる。

☆　人事異動の柔軟な運用（再掲）
事業やプロジェクトが終了するまで人事異動をさせないなどの，人事異動のルールの柔軟な運用を実施する。

☆　研修の充実（再掲）
市民参加の制度や意義，ワークショップの手法などを学ぶ研修を職員が一定期間内に必ず受講するようにカリキュラムを組む。

　　☆　市民参加ガイドラインの充実

　　　　現在の市民参加ガイドラインを充実させ，市民参加の理念から実務上のルール，ノウハウやコツなどを盛り込む。

（市民活動の領域）





（行政の領域）





②－２


　行政が主体





②－１


　市民が主体





・直接請求





・審議会委員公募


・審議会の公開


・パブコメ





・文化ボランティア


・街路樹里親制度





・まち美化総行動


・協働事業提案事業








・自治会への加入促進支援


・ＮＰＯ立上げへの支援





・NPO等への業務委託





・まち美化総行動


・協働事業提案事業





・分野別センターや区役所によるコーディネート


・学まちコラボ











①③の間には，市民の活動と行政の活動が重なり合い，連携・協力によって効果が上がったり，負担が軽減されたりする領域がある。





①課題の抽出





②政策の検討





③決断





④実行





⑤評価





政策の実行過程





京都市における取組の例


　市長への手紙，各種アンケート，市民生活実感調査，いつでもコール，暮らしのてびき，未来まちづくり１００人委員会，区長懇談会，おむすびミーティング，区基本計画推進組織，区円卓会議，まちづくり推進課の関与，まちづくりアドバイザーの派遣　など





京都市における取組の例


　審議会の公開，委員の公募，審議会等運営ガイドブックの活用，パブリック・コメントの実施　など





京都市における取組の例


　審議会の公開，委員の公募，審議会等運営ガイドブックの活用，パブリック・コメントの実施　など





資料５





京都市における取組の例


　市民共汗サポーターなどの市民ボランティア（クリーンキャンペーン，文化ボランティア等）　など





京都市における取組の例


　評価制度への参画，審議会の公開，委員の公募　など
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